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1. 同⼀労働同⼀賃⾦とは

• 同⼀労働同⼀賃⾦（Equal Pay for Equal Work）の原則
 「労働者の属性に関わりなく、同じ企業・職場で同じ仕事をしている限り、同じ賃⾦が⽀払われる

べき」という原則のこと。
• 諸外国では、主として性別・⼈種等の従業員属性による企業内の賃⾦差別を禁⽌する意味合いで⽤

いられる。
• ⽇本の場合、専ら「正規・⾮正規の雇⽤形態による待遇格差の解消」という観点から議論されている。

経緯
• 2008年施⾏の改正パートタイム労働法・・・均等待遇の原則が⽰された。
• 2013年施⾏の改正労働契約法・・・均衡待遇の原則が⽰された。
• 2020年施⾏のパートタイム・有期雇⽤労働法

・・・均衡・均等待遇の原則が整理・拡充され、企業から労働者への説明義務が強化された。
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２. 均衡待遇と均等待遇

• 「均衡待遇」「均等待遇」の原則に照らして、正規・⾮正規の待遇格差の検証が必要。

区分 内容
均衡待遇
（パート・有期雇⽤労
働法第8条）

正規・⾮正規間の基本給、賞与その他の待遇差は、次の3点に照らして不合理なもので
あってはならない。（「全体としての待遇」ではなく、個々の待遇別に検討する。）
①業務内容と責任の範囲の差異
②業務内容と配置の変更の範囲の差異
③その他の事情

均等待遇
（同法第9条）

次の2点が正規社員と同⼀である場合には、基本給、賞与その他の待遇において、⾮正
規社員を差別的に取り扱ってはならない
①業務内容と責任の範囲
②（全雇⽤期間を通じた）業務内容と配置の変更の範囲

（参考資料）
• 短時間労働者及び有期雇⽤労働者の雇⽤管理の改善等に関する法律の施⾏について（平成31年１⽉30⽇付 基発0130

第1号・職発0130第6号・雇均発0130第1号・開発0130第1号）
• 同⼀労働同⼀賃⾦ガイドライン（短時間・有期雇⽤労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁⽌等に関する指針

（平成30年厚⽣労働省告⽰第430号））
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３. 待遇格差の是正に向けて

• 同⼀労働同⼀賃⾦を実現するために正社員の待遇を引き下げることについては、「基本的に、労使で
合意することなく通常の労働者の待遇を引き下げることは、望ましい対応とはいえないことに留意すべき」
とされている。（同⼀労働同⼀賃⾦ガイドラインより）

• たとえば、正社員のみに⽀給することが不合理な⼿当がある場合には、次の対応⽅針が考えられる。
 当該⼿当を基本給に統合するなど、不利益変更を回避しつつ、解消を図る。
 当該⼿当を⾮正規社員にも⽀給する。

⾮正規
社員正社員

〇〇⼿当
××⼿当

基本給
基本給

正社員の待遇を下げて同⼀労働同⼀賃⾦を
実現する

正社員のみに⽀給することが不合理な⼿当を
基本給に統合して解消する

不利益変更に該当するため、
その合理性が求められる。

統合⽅法によっては、経過措
置（激変緩和措置）を講じ
る必要がある場合あり。
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４. 諸⼿当の⾒直し事例

• 情報通信業Ａ社の諸⼿当の⾒直し事例。

⼿当 ⽀給基準（改定前） 同⼀労働同⼀賃⾦を踏まえた対応

住宅⼿当 居住要件に応じて決まる⾦額を⽀給。
（正社員のみ）

住宅⼿当を廃⽌。その原資を⽤いて従業員の
ベアを実施。

扶養⼿当 扶養する⼦供の数に応じて⽀給。
（正社員のみ）

改定前は正社員のみに⽀給していたが、同じ
条件で⾮正規社員にも⽀給する。

早朝勤務⼿当 社命により早朝出勤した場合に、⼀定額
を⽀給。（正社員のみ）

改定前は正社員のみに⽀給していたが、同じ
条件で⾮正規社員にも⽀給する。

単⾝赴任⼿当 会社が転勤者の単⾝赴任を認めた場合に
⽀給。（正社員のみ）

引き続き正社員のみに⽀給。（⾮正規社員は、
労働契約上、単⾝赴任があり得ないため）

年末年始出勤⼿当 年末年始（12⽉末〜1⽉初）に出勤し
た社員に対し⽀給。（正社員のみ）

改定前は正社員のみに⽀給していたが、同じ
条件で⾮正規社員にも⽀給する。
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